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1.は じめ 1年

保革貿易主義が復活した,といわれて久しい｡しかし復活したのは欧米の政

策担当者の間であって(1),経済学者の多くは依然として自由貿易主義の立場を

守っているように思われる｡もちろん,その自由貿易主義は昔の自由放任型の

それではなく,J.E.ミード,M.W.コ-デン,H.G.ジョンソン,Jノヾ グワッティら

によって展開された ｢国内の歪みの理論｣(theoryofdoTneSticdistortiQnS)

に基づく自由貿易論であるQすなわち,政策介入が是とされるケースであって

ら,関税のような貿易政策よりも,直接 ｢歪み｣を除去する国内政策の方が優

れているとする立場である｡

しかし,近年の保護貿易主義の復活は,いくつかの点で,伝統的な議論に新

しい展開を促しているようにみえる｡それらの一つは,調整過程の問蓮である｡

生産要素が産業間を円滑に移動すると考えるのは,今日ではあまりにも素朴な

※本稿は昭和62年度教育研究学内特別経費による共同研究 ｢比較優位構造の変化と産業
保護に関する実証研究｣の筆者担当分の研究の一部である｡ 学内の研究会では出席者

の方々から有益なコメントを得た｡ また山本賢司助教授からは,第2節と村論に関し
て丁寧で適切な助言を頂いた｡記して感謝にかえたい｡もちろん残っている誤りが,筆

者の責任であることは言うまでもないことである｡

(1) もっとも例えばアメリカのレーガン大統領であれば,議会ではなくアメリカ政府は

自由貿易主義を堅持していると言うかもしれない｡しかし,レーガン大統領の言う
自由貿易は公正貿易あるいは相互主義貿易であり,これらは伝統的な自由貿易の考

え方とはあいいれないo伝統的な自由貿易主義は相互主義的貿易に対して ｢一方的

(unilateral)自由貿易主義｣とでもいうべきものであって,相手国がどのような政
策をとっていても自国が一方的に自由貿易政策を採用することが利益につながると

いう立場である｡これらの考え方については,小島 (1981)pp.29-40参照｡
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見方であろう｡この問題はハーバラ-I(Haberler,1950)の先駆的な議論をうけ

て,現在では要素移動の容易さの程度に応じて,短期や長期が区別され,移動

のプロセスが詳細に検討されるようになった｡さらに移動の過程で政策介入を

正当化する条件が吟味されている｡(2)

もう一つの側面は,貿易利益と所得分配に関連している｡伝統的な理論はサ

ミュエルソン (Samuelson,1962)が効用フロンティアを使って一般的に証明

したように,貿易によって損失者がでても,最適な所得分配政策によってそれ

らの人々を補償できるとしてきた｡(3) しかし実際には補償は完全に行われるこ

とはなく,貿易は利害の対立を残すことになる｡ 実際の貿易政策が,そのよう

な利害の対立から影響をうけて決定されてきたことは,多くの人々が認めると

ころである｡この点に注目して,政策決定過程を陽表的に取り入れたモデルが,

保護の政治経済学として,理論面でも実証面でも最近さかんに研究されてき

た｡(4)また保護主義が採用されるのは,社会が特定の社会厚生関数を選択して

いると考え,それに基づいた議論の展開もある｡ コ-デン (Corden,1974,pp.

107-9)の保守的社会厚生関数 (ConservativeSocialWelfareFunction,

CSWF)は,その代表的な例である｡CSWFは,貿易によって社会の一部のグ

ル-プが損失を被ることは,たとえ他のグループが利益を得ても,社会全体の

厚生水準が低下したと考える｡(5)

(2) Mayer(1974)や Mussa(1974)が初期の論文であるが最近のものでは,Bhagwati
(1983)に収められているP.Nearyや M.Mussaの論文がある｡

(3) 国際経済学の教科書では,この議論は社会的無差別曲線の存在を仮定しない場合の

修正された基本命題として,次のように定式化されている｡｢どのような閉鎖経済の

均衡点から出発しても,閉鎖経済から自由貿易の状態-移行すると同時に,もし,
損失をこうむる人々を補償するための適切な所得分配政策が行われるならば,すべ

ての構成員の経済厚生は改善される｣(小宮 ･天野,･(1971)p.187)
(4)展望論文にはBhagwati(1983)の中のR.Baldwinの論文,同じBaldwin(1984),
AndersonandBaldwin(1981)がある｡後者は実証研究についての展望である｡

(5) D占ardorff(1986)は保守的社会厚生関数を社会が短期的に選択する社会厚生関数
だと仮定し,それに基づいて市場撹乱に対する諸貿易政策手段- 関税,輸入制限,

輸出自主規制- -の比較検討を行っている｡Corden(1986)も短期的な市場撹乱に
対して社会が保守的社会厚生関数を選択したとして,その上で効率的な政策の運営
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近年の保護貿易主義に促された動きは,もちろんこれだけではない｡しかし

本稿はこの二つの点を背景において,貿易と経済厚生に関する問題について,

リカード･モデルを再構成しようとする試みである｡ リカード･モデルの場合

には,生産要素は-種類だけなので,他の特殊要素や-クシャー･オリーン型

のモデルと異なって,議論はきわめて単純になる｡ 所得分配上の問題は,財の

相対価格が (貿易によって)変化することから,比較優位産業の労働者と比較

劣位産業の労働者との間で発生する｡両産業の間で所得格差が生まれるが,そ

れに基づいて産業間の労働移動がはじまる｡以上の過程で,各産業の労働者

(家計)の効用水準がどのように変化するかを検討することが,本稿の具体的な

狙いである｡

本稿では個々のグループの効用水準を問題にするために,社会的無差別曲線

の存在を仮定しない｡また産業間の労働移動には,移動費用がかかることを明

示的に仮定する｡(6) そして労働の産業間移動が始まる前までの期間を短期,労

働移動が終了するまでを長期とする｡

本稿のような単純なモデルで,しかも静学的な枠組の中では,新しいことを

主張することはできない｡本稿が示しうるのは,次の二点である｡一つは修正

された基本命題 (注3)を効用フロンティアを使わずに証明し,その意味を明

らかにすること,第二は,移動費用を導入することによって, リカード･モデ

ルの調整過程と長期の状態を検討すること,この二点である｡以下では,はじ

を論じている｡

(6) ここで移動費用という言葉を使い,よく用いられる調整費用 (adjustmentcost)と

いう用語を使わない理由は,後者がしばしば混乱して使われているからである｡

Baldwin,MuttiandRichardson(1980)は,調整費用を (1)比較劣位産業の労
.働者が他産業で再雇用されるために必要となる直接的な費用 (職探しのコスト,技

術習得,移動費用等)と (2)要素価格 (賃金)が硬直的であるために要素の不完

全雇用 (失業)が生じることによる費用,の二つを含んで使っている｡そして前者

は経済的な歪みをもたらさないので,社会的な厚生損失にならないが,後者は社会

的損失を招くとしている｡両者を厳密な意味で区別できるかどうかは検討の余地が

あるが,二つを区別することは有益,であるように思われる｡本稿の移動費用は前者

の直接的な費用という意味で使っている｡
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めに閉鎖経済のモデルを提示する｡次に貿易を導入し,短期と長期とに分けて

論じる｡ー最後に若干の政策的含意を述べる｡

2.閉 鎖 経 済

通常のリカード･モデルと同様,本稿でも2財1要素 (労働),規模に関して

収穫不変,外部経済 ･不経済なし,完全雇用,完全醜争を仮定するOこれらに

加えて,労働者はどちらか一方の産業にのみ労働を嘘供し,所得はその産業で

生産する財で受けとるという仮定を設ける｡労働供給は非弾力的で,亘とえば

一人の労働者は一単位の労働を供給する｡また既に述べたように,産業間の労

働移動には費用がかかる｡

消費面では,各産業内の労働者の選好は等しく,その無差別曲線は同次 (ホ

モセティック)であることを仮定する.この仮定は,社会全体について一つの

社会的無差別曲線が存在することを保証しないが,各産業について一つの集団

的無差別曲線 (communityindifferencecurve)が存在することを保証す

る｡(7)さらに労働者は他産業へ移っても,消費パターンを変えないものと考え

るOこれらの仮定は強い仮定であるが,説明の便宜のために置くだけであって,

以上の仮定の下では,･閉鎖経済の均衡は第1図で次のように示される｡MN

は生産フロンティアで,その傾きは労働投入係数の比率になる｡.まt=貿易前に

紘,それは第 1財の相対価格♪Oに等しい｡消費に関する仮定から,各産業には

-つ､の集団的無差別曲線が存在し,それらはそれぞれUlとU!で表わされる｡

選好については,第 1財産業は第1財の相対的な支出比率が第2財産業よりも

高いと仮定している｡しかしこの仮定も社会全体の消費パターン,したがって

貿易量に影響を与えるが,主要な結論を変えるものではない｡

(7)社会的無差別曲線は同一の選好,同一の所得,同次の (ホモセティックな)無差別

曲線という三条件のうち任意の二つが同時に満たされれば決定される｡ヘラ-

(Heller,1968)訳書,p.79.
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付論で示すように,閉鎖経済の均衡はQ点のように1個しか存在しない｡均

衡では第 1財産業の生産量はOQl,第2財のそれはOQ2である. 第1財産業の

所得線はQlから傾きpoを持っ直線になるから,消費はC畠で行われる｡このと

きの効用水準はUaである｡同様に第2財産業の貿易前の消費点と効用水準は,
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----I →
C岩とUSで表わされる｡ 均衡が成り立っているから,QIcも-C吉¢2である｡

との経済では,各産業の労働者は自分で生産する財の一部を自己消費し,残

りを他財と交換している｡ そこで第2図のようなオッファー･カーブを措くこ

とができる.第2図のQIFlは,第1図のQlを基点とする第 1財産業のオッ

ファー･カーブである｡他方第2財産筆の無差別曲線の原点を第1図のQとす

ることによって,第2財産業のオッファー･カーブQIF2を措くことができるIo

交点で両者の無差別曲線が接していることは,改めて述べるまでもない｡

3.開放経済 :短期

国際貿易が始まり,国際価格がplで与えられるものとしよう｡小国を仮定す

るので,国際価格は♪1のままで変化しない｡pl>♪0であるため,第1財が比較

優位財になる｡ 労働が産業間を移動しない短期には,--バラー (1950)がか

って指摘したように,生産フロンティアは02QQlになる.第1財の相対価格の

上昇によって,第1財産業の第2財で測った所得は増加する｡ 第1図におい七

所得線は時計回りに動くので,消費点はC圭に移り,効用水準は机に上昇する｡

他方第2財産業の第1財で測った所得は減少するので,消費点はC封こ変わり,
-→ .→ →

効用はUiに低下する｡(8)経済全体の消費はOC圭+OC巨OCを満たすC点にな

る｡第 1財が輸出され,第2財が輸入される｡

次に効用水準の低下した第2財産業の労働者を所得分配政策によって補償す

ることが可能がどうかという問題を検討してみよう｡ この問題は経済厚生の変

化を測る貨幣的尺度によって接近することができる｡ それにはCV (com-

pensating variation, 補整的変化あるいは補償変分) とEY (equivalent

variation,等価的変化あるいは等価変分)があるが,ここでは貿易後の補償が

問題になるので,CVが適切である｡

(8) このような経済厚生の変化がもたらされるのは,労働者がどちらか一方の産業だけ
に労働を提供しているからで,二つの産業に労働を提供し,当初自給自足をしてい

れば,効用は必ず高まる｡
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CVは｢経済的変化の後に,消費者を彼が変化前に得ていた ｢効用｣水準にひ

き戻すために,彼から取り去るべき貨幣額｣(9)である｡この定義に従えば,第2

図において,第1財産業の労働者の効用水準を貿易前のそれに戻すためにはQl

yの所得を取り去らなければならない｡他方第2財産業の労働者が貿易前の状

態に戻るためには,QIxの所得が与えられればよい｡明らかにQIx<QIYであ

るので,第1財産業の労働者に課税をしてQlxの所得をとりあげ,それを第2

財産業の労働者に補助金として与えれば,第2財産業労働者を完全に補償する

ことができ,その上でなおgyの所得が第1財産業の労働者の手許に残ること

になる｡(10)
●●●

図から明らかなように,この政策が成立するためには,貿易前の両者の無差

別曲線が原点に対して凸でありさえすればよく,ホモセティックであること

も,また貿易後の消費点がどこにくるのかも問題にはされない｡したがって,

閉鎖経済の均衡が存在する限り,一貿易が最適な所得分配政策を伴うことによっ

て,すべての人の経済厚生を改善できるという定理は,無差別曲線がホモセ

ティックでない場合でも必ず成立する｡(ll)

ところでEVはこの場合には, どのように考えたらよいのだろうか｡EVは

｢それだけの貨幣額を経済的変化の前に消費者に与えておけば,そのもとで消

費者が得る ｢効用｣水準が,経済的変化後に消費者が実際に得る ｢効用｣.水準

とちょうど等しくなるような貨幣額｣(12)と定義される｡これに従えば,第2図

において, 第 1財産業の労働者のEVはQIw で, 第2財産業のそれは-QIz

である｡ 明らかに∑EV-QIw-QIz-zw>0である｡

(9)奥野 ･鈴村 (1984)p.217
(10) もちろんこのような政策がXY以上の資源の損失を生むことは許されず,一括移転
(lump-sumtransfer)が期待される｡

(ll) この定理は第 1図を使っても簡単に証明できる｡オッファー･カーブを用いてこの
定理を説明したものに,ヴァネック (Vanek,1964)訳書p.222-7がある｡ヴァ
ネックにはCVという考えはないが,証明方法はほとんど同じである｡

(12)奥野 ･鈴村 (1984)p.217
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EVはかつての新厚生経済学における補償原理に関するシトフスキー基準を

思い出させる｡(13) 何故ならQIwは第1財産業の労働者が貿易がなければ,捕

償してもらいたいと考える所得である.それに対してQIzは第2財産業の労働

者が,貿易がなければ払っても良いと考える所得である｡前者は後者よりも大

であるから,後者による前者への買収は成立しない｡∑EV>0がシトフスキー

基準であるとすれば,第2図はそれを満たしている｡そしてその条件は,均衡

が安定的であることである｡財市場が不安定であれば,∑EV<0になる｡(14)財

市場が不安定なケースでは,貿易後の消費点は,第1図のQよりも南東のQK

上にくる｡これは生産フロンティアの内側である｡しかしこの場合でも∑CV>

0になる｡

4.開放経済 :調整過程と長期

貿易は産業間の所得格差を生むので,第2財産業労働者は第 1財産業-移動

する誘因を持っ ｡ しかし移動するかどうかは,所得格差だけではなく,移動に

要する費用にも依存する｡移動が開始される条件は,二産業間の所得格差が移

動費用を上回ることである｡ あるいは輸出産業の所得が輸入競争産業の所得と

移動費用を加えたものを越えることである｡(15).産業間の所得格差は,第1図で

(13) シトフスキー基準は,ある状態から他の状態-の ｢移行が改善であるためには,そ

れより不利になる人々にとって,有利になる人を買収して移行を阻止することが有

利であってはならない｣基準である｡今井 ･宇沢 ･小宮 ･根岸 ･村上 (1971)p.227
(14) 右図のように,第 1財産業のEVは
QlW,第2財産業のそれは-QIzあ
る｡ ∑EV-QIw-Qlzニーwz<0
となるために,第2財産業はQIW
の所得を補償として第2財産業へ与
えることによって貿易を阻止するこ

とができる｡

QI W Z
第 1財
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はKMに等しい｡何故なら国際価格plの下で002の第2財は,QIKの第1財

と交換される｡ところがOQ2の生産を全部止め,第1財を作れば,QIM を生産

できるのでQIM-QIK-KMが所得格差になるのである｡

移動費用は労働者の年齢,技術,能力,居住地域等様々な条件に依存する｡

しかし通常のモデルのように生産要素が同質であるという仮定を,移動費用も

含めて考えると,すべての労働者の移動費用は等し∵いと考えなければならな

い｡それゆえこのような場合所得格差が移動費用を上回る限り,第2財産業の

すべての労働者は第1財産業-移動してしまい経済は完全特化の状態たなる｡

第3図は経済全体の移動費用がAMであるケースである｡KM>AMなので,

労働者はすべて第 1財産業に移動する｡ 第1財産業で (旧)第2財産業の労働

者はOI(-QIM)の所得を生みだすことができるが,移動費用が〝(-AM)

なのでネットの所得はOJになる｡ 移動後も消費パターンは変わらないので,

消費点はC銅こ位置するであろう｡ 新しい効用水準 沼は,貿易前のそれUBよ.り

も高い｡第1財産業に前からいる労働者の効用水準は机で変わらない｡両産業

のー労働者全部の消費点はC2点である｡図からわかるように移動費用が大きく

なれば,(旧)第2財産業の労働者の効用水準が貿易前のそれに達しない場合は

おこりうる｡ しかしその場合でも短期的な効用水準沼を下回ることはない｡第
2財産業の労働者も今は第1財産業の労働者と同一の所得を得るが,移動費用

の分だけ実質的な所得水準は低い｡

個 正確にいうと労働者が移動するのは,産業間の所得格差ではなく,一人当りの所得,

あるいは賃金率の格差である｡ i産業の賃金率をwt',労働投入係数をat'とすると,

完全競争からW1--告(i-1,2)が成り立- opicii財価格であるo賃金率碩

業間の比率は霊 室 零 となるo 貿易前には90-告 諸 だから･ 窓 -

1,貿易後はpl,Poだから,霊 ,1となる｡第2財産業の畑 の移動質用をC,と

すると,用 の移動の条件は,wl-W2,C,･bるいは嘉 ,掌 である｡
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次に労働者が移動費用について同質的であるという仮定をはずし,移動費用

が労働者によって異なるケースを検討してみよう｡ この場合には移動費用が所

得格差を上回る労働者は,第1財産業に移動せず第2財産業にとどまるので,

完全特化はおこらない｡第4図は移動しない労働者が第2財をODだけ生産し

ているケースである｡それらの労働者の第1財で測った所得はOFで,消費は

Eで行われ,効用水準は0書である｡0 2D､の第2財は生産されず,代りに第1財

がDIだけ生産される｡移動費用が〝 (-HG)であるとすれば,移動した (旧)

第2財産業の労働者の所得はDj(-FL)になる｡それゆえ現在移動した労働者

と現在も第2財産業に従事 している労働者の合計の所得はOLである｡ した

がって効用水準はU紅 なる｡第 1財産業にも辛からいる労働者の効用水準はこ
の場合沼で変わらない｡実質的な所得に関しては,第 1財産業に前からいる労

働者が最も高く,次に移動した労働者で,最も低いのは移動しない,第2財産

業の労働者である｡
●●●

以上の議論は,-しかしながら,長期的な分析としては不十分である｡何故な

ら第2財産業の労働者は,現在の所得格差だけではなく,将来の所得格差も考
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慮に入れて,移動を決定するからである｡将来の所得格差を割引いた現在価値

と移動費用とが,掛酌の対象となる｡将来の所得格差は交易条件の変化や技術

進歩のような外的条件の外に,個々の労働者の技術水準や将来の就業可能年限

等に依存するであろう｡将来の所得は不確実であるが,所得は毎期毎期入って

くると期待される｡それに対して移動費用は一回限りのものである｡それゆえ

長期的な計算をすれば,所得格差の現在価値が移動費用を上回る可能性は高く

なり,労働移動の誘因は強まる｡ 移動費用がほとんど無視できる時,所得は第

3図のOMで与えられ,消費点はCよにくる｡

5.お わ りに

第5図は各産業の労働者の効用水準の動きを示したものである｡ 横軸は第1

財産業の労働者の効用水準 Ul,縦軸は第2財産業の労働者の効用水準 U2を表

わしている｡ 後者は移動した労働者の効用も含めている｡¢点は貿易前の両者

の効用水準を示し,貿易前の効用フロンティアUOUO上にある｡貿易開始後,短

期の効用水準はC点である｡第1財産業の労働者の効用は上昇するが,第2財
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産業のそれは低下している｡しかし第3節で議論したように,所得の一括移転

によって,第2財産業の労働者の効用水準を貿易前に戻すことは可能である｡

つまり貿易後の効用フロンティアUIUlに沿って, Q点の東北上に位置するこ

とができるようになる｡

U 2

第 5 図

調整過程はCからC叫への動きで示される｡この過程では,第1財産業の効

用水準は変化せず,第2財の効用水準だけが上昇する｡どこまで高くなるかは,

移動費用に依存する｡貿易前の水準を越えるかどうかはわからない｡ しかし長

期的には,移動費用が所得格差の現在価値に比べると相対的に小さくなるの

で,移動が促されて両産業の労働者の効用がともに貿易前よりも改善する可能

性は高くなる｡

最後に以上の分析を踏まえて,政策問題に若干触串てみたいOこの経済では▲

短期的には,産業間の所得分配は悪化するが,一括 トランスファーによる補償

が可能という意味では,国民所得は貿易前より増加する｡ したがって,伝統的

な立場に立てば,政府の介入は所得分配の観点からだけしか正当化されない｡

短期的な政策で重要な点は,交易条件の変化が一時的なも.のか,永続的なもの

かを判断することである｡ 所得分配上の理由で何らかの政策が採用されれば,
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二産業間の所得格差は縮小するので,仮に交易条件の変化が永続的なものであ

れば,そのような政策は,産業間の労働移動を阻害する可能性が強い｡

以上は完全雇用が保たれることが前提であったが,比較劣位産業で何らかの

理由によって失業が生じれば, 状況は変化する｡ 短期的な貿易利益 (それが

∑CV>0,あるいは∑EV>0によって測られるものとすれば)は小さいので,

僅かの第2財産業の失業と所得の減少によって,国民所得は貿易前よりも低下

する可能性は高くなる｡このような場合には,伝統的な議論で政策が正当化さ

れるケースであった｡しかしこの場合の政策でも所得格差を縮小するので,労

働移動を阻害する効果は持つのである｡

調整過程で市場に不完全性- 資本市場の不完全性,情報の不足等 - がな

ければ,労働移動に補助金を与えて移動を促進する政策は,社会的損失を生む

ものである｡市場が不完全な場合には,何らかの直接的な政策が正当化される
＼

かもしれない｡しかしこの問題は動学的な枠組を必要とし,今後の課題とした

い｡

付論 閉鎖経済の均衡

本稿のように各産業内の労働者の選好が同一でホモセティックであるような

リカード･モデルでは,閉鎖経済の均衡は第1図のQ点のようた必ず 1個存在 ､

するが,それは直接図の中で均衡点を求めることによって証明される｡A-1

図において価格poに対する第1財産業の所得 ･消費線がOR,第2財産業のそー →
れがOSである｡仮に消費点がCは C柁 あれば全体の消費点は,OCa+OC睦
--i
0(∂なる¢点である｡ このQが同時に生産点でもあれば,(‖ま均衡点になる｡

Qが均衡であれば, Qから下した垂線とC畠からMNに平行に引いた直線との

交点が,横軸上で必ず交わる｡以下このような¢点を求めてみよう｡

均衡はM からの垂線とRからOSに平行に引いた補助線との交点 Tを通る

原点からの直線 OTがMN と交わる点になる｡証明は以下の通り｡C古からMN

に平行に引いた線とQからの垂線が交わる点を Vとす冬と, Qが均衡であれ

ばQV-QQlになる. AQC押-ATRM から
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QV _ QC去
TM TR

他方,AOQQl-AOTM から,

また,AOQC去-AOTRから,

QOI QC古
TM TR

(1)

(2)

(1)と (2)から,QV-QQlが得られる｡(証明終り)

なお第1財産業の所得 ･消費直線がOS,第2財産業のそれがORやあれば,

均衡はSからORに平行に引いた線とMからの垂線との交点を通る原点から

直線と〟Ⅳとの交点になる｡
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